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　（総則）
第 １ 条　令和７年度高野町富貴簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）
第 ２ 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 給水戸数 190 戸
(2) 年間総配水量 50,000 ㎥
(3) 一日平均配水量 137 ㎥
(4) 主要な建設改良事業 富貴浄水場ろ過膜ユニット圧力計センサ更新工事　 事業費 2,090 千円

富貴浄水場自家発電装置バッテリー更新工事　 事業費 1,650 千円

　（収益的収入及び支出）
第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中公営企業法適用会計支援事業費 7,091千円の財源にあてるため、

　企業債7,000千円を借り入れる。

 第 １ 款　水道事業収益 28,241 千円
　第 １ 項　営業収益 7,723 千円
　第 ２ 項　営業外収益 20,518 千円

 第 ２ 款　水道事業費用 28,241 千円
　第 １ 項　営業費用 26,404 千円
　第 ２ 項　営業外費用 1,096 千円
　第 ４ 項　予備費 741 千円

　（資本的収入及び支出）
第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 8,280千円は当年度分消費税及び

　地方消費税資本的収支調整額571千円、引継金3,289千円及び過年度損益勘定留保資金4,420千円で補てんするものとする。）。

 第 ３ 款　資本的収入 14,500 千円
　第 １ 項　企業債 2,000 千円
　第 ２ 項　一般会計出資金 12,500 千円

令和７年度  高野町富貴簡易水道事業会計予算

収　 　入

支　 　出

収　 　入
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 第 ４ 款　資本的支出 22,780 千円
　第 １ 項　建設改良費 6,287 千円
　第 ２ 項　企業債償還金 16,493 千円

　（企業債）
第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

利率

  （一時借入金）
第 ６ 条　一時借入金の限度額は、 10,000千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）
第 ７ 条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 営業費用及び営業外費用
(2) 建設改良費及び企業債償還金

  （他会計からの補助金）
第 ８ 条　水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、14,200千円である。

  （たな卸資産購入限度額）
第 ９ 条　たな卸資産の購入限度額は、300千円と定める。

令和　７年　３月　３日　提 出

高野町長 平　　野　　嘉　　也

令和　 　年　 　月　 　日　議 決

支　 　出

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法 償還の方法

建設改良事業 2,000
証書借入

又は
証券発行

4.5%以内
　　償還の方法・償還期間については、借入先の条件に従う。
　ただし、企業財政の事情により償還期間を短縮し、もしくは
　繰上げ償還又は、低利に借換えすることができる。

公営企業法適用
会計支援事業

7,000 同上 同上 同上
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（単位：千円）

款 予 定 額 備 考項 目

当初予算実施計画書

収益的収入及び支出

収　　　入

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

1

2

3

4

5

２８,２４１

                        
               ７,７２３
                        

７,６９６
                        

５

                        
                    ２２

                        
             ２０,５１８
                        
             １４,２００

                        
               ６,３１８

1 水道事業収
益

営業収益

営業外収益

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

1

2

給水収益

受託工事収
益

その他の営
業収益

他会計補助
金

長期前受金
戻入
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（単位：千円）

款 予 定 額 備 考項 目

支 出

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

1

2

3

4

5

1

2

1

２８,２４１

                        
             ２６,４０４
                        
               ５,３６３

                        
                  ７５８

                        
４６

                        
７,９４６

                        
１２,２９１

                        
               １,０９６
                        
                  ８９６

                        
                  ２００

                        
                  ７４１
                        
                  ７４１

2 水道事業費
用

営業費用

営業外費用

予備費

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

1

2

4

原水及び浄
水費

配水及び給
水費

受託工事費

総係費

減価償却費

支払利息及
企業債取扱
諸費

消費税及び
地方消費税

予備費
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（単位：千円）

款 予 定 額 備 考項 目

資本的収入及び支出

収　　　入

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

1

1

１４,５００
                        
               ２,０００
                        

２,０００
                        

１２,５００

                        
             １２,５００

3 資本的収入

企業債

一般会計出
資金

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

1

2

企業債

一般会計出
資金
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（単位：千円）

款 予 定 額 備 考項 目

支 出

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

1

3

1

２２,７８０
                        
               ６,２８７
                        

１,３０９
                        

４,９７８

                        
１６,４９３

                        
             １６,４９３

4 資本的支出

建設改良費

企業債償還
金

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

1

2

営業設備費

原水設備改
良費

企業債償還
金
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（単位：千円）

節
比 較前年度予定額 説 明本年度予定額款 項 目

区 分 金 額

当初予算事項別明細書
収益的収入及び支出

収　　　入

1

1

2

水道事業収
益

1

2

3

4

5

営業収益

営業外収益

給水収益

受託工事収
益

その他の営
業収益

他会計補助
金

長期前受金
戻入

28,241

7,723

7,696

5

22

20,518

14,200

6,318

26,853

8,053

8,031

5

17

18,800

12,100

6,700

△

△

△

1,388

330

335

0

5

1,718

2,100

382

1

1

1

2

1

2

4

水道料金

給水工事収
益

材料売却収
益

手数料

他会計補助
金

国県補助金

他会計補助
金

7,696

5

1

21

14,200

4,450

1,868

基本料金
超過料金
量水器使用料

修繕工事収入

材料売却収入

閉栓維持手数料
その他手数料

一般会計繰入金

国県補助金

他会計補助金

6,070
1,300
326

5

1

20
1

14,200

4,450

1,868
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（単位：千円）

節
比 較前年度予定額 説 明本年度予定額款 項 目

区 分 金 額

支 出

2

1

水道事業費
用

1

2

営業費用

原水及び浄
水費

配水及び給
水費

28,241

26,404

5,363

758

26,853

25,043

5,461

622

△

1,388

1,361

98

136

16

17

18

19

21

24

26

27

16

20

備消耗品費

手数料

燃料費

薬品費

修繕費

委託料

動力費

材料費

備消耗品費

通信運搬費

93

137

15

308

1,000

753

3,000

57

145

83

浄水場　消耗品

検査手数料

軽油

富貴地区浄水場　滅菌用

富貴地区浄水場浄水設備

機械整備点検
水質検査

富貴地区浄水場他

富貴地区浄水場他

その他消耗品

電話料

93

137

15

308

1,000

198
555

3,000

57

145

83
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（単位：千円）

節
比 較前年度予定額 説 明本年度予定額款 項 目

区 分 金 額

3

4

受託工事費

総係費

46

7,946

46

5,896

0

2,050

21

27

16

27

15

16

17

18

20

21

24

25

修繕費

材料費

備消耗品費

材料費

旅費

備消耗品費

手数料

燃料費

通信運搬費

修繕費

委託料

賃借料

330

200

5

41

0

120

14

61

41

50

6,608

1,041

その他修繕

本管修理材料
配水送水管材料

工事消耗品

受託工事材料費

その他消耗品

口座振替手数料

ガソリン

郵送料

その他修繕

会計システム保守料
新会計制度導入支援料

施設敷使用料
システム使用料
専用回線使用料

330

100
100

5

41

120

14

61

41

50

492
6,116

115
704
222
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（単位：千円）

節
比 較前年度予定額 説 明本年度予定額款 項 目

区 分 金 額

2

4

5

1

2

1

営業外費用

予備費

減価償却費

支払利息及
企業債取扱
諸費

消費税及び
地方消費税

予備費

12,291

1,096

896

200

741

741

13,018

1,310

1,210

100

500

500

△

△

△

727

214

314

100

241

241

34

37

38

39

43

47

48

49

1

印刷製本費

補助金

保険料

公課費

固定資産減
価償却費

企業債利息

一時借入金
利息

消費税及び
地方消費税

予備費

11

0

0

0

12,291

886

10

200

741

その他諸印刷

有形固定資産減価償却費

企業債償還利子

一時借入金利息

消費税及び地方消費税

予備費

11

12,291

886

10

200

741
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（単位：千円）

節
比 較前年度予定額 説 明本年度予定額款 項 目

区 分 金 額

資本的収入及び支出

収　　　入

3

1

2

資本的収入

1

1

企業債

一般会計出
資金

企業債

一般会計出
資金

14,500

2,000

2,000

12,500

12,500

11,100

11,100

11,100

3,400

2,000

2,000

1,400

1,400

1

1

企業債

一般会計出
資金

2,000

12,500

簡易水道事業債

一般会計出資金

2,000

12,500

－ 11 －



（単位：千円）

節
比 較前年度予定額 説 明本年度予定額款 項 目

区 分 金 額

支 出

4

1

2

資本的支出

1

3

1

建設改良費

企業債償還
金

営業設備費

原水設備改
良費

企業債償還
金

22,780

6,287

1,309

4,978

16,493

16,493

17,000

17,000

17,000

△

△

5,780

6,287

1,309

4,978

507

507

3

1

1

自動検針設
備費

工事請負費

建設改良の
為の企業債
償還金

1,309

4,978

16,493

自動検針機器

自動電気設備更新

建設改良の為の企業債償還元金

1,309

4,978

16,493
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（税抜き）

（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 847 有形固定資産の取得による支出 △ 5,716

減価償却費 12,291 有形固定資産の売却による収入 0

固定資産除却費 0 国庫補助金等による収入 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 0  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,716

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 6,318 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

受取利息及び受取配当金 0 一時借入れによる収入 0

支払利息及び企業債取扱諸費 896 一時借入金の返済による支出 0

有形固定資産売却損益（△は益） 0 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 9,000

未収金の増減額（△は増加） △ 422 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 16,493

未払金の増減額（△は減少） △ 236 他会計からの出資による収入 12,500

たな卸資産の増減額（△は増加） 0  財務活動によるキャッシュ・フロー 5,007

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

　小　　　　計 7,058 Ⅳ　資金増加額（又は減少額） 5,453

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △ 896 Ⅴ　資金期首残高 34,198

 業務活動によるキャッシュ・フロー 6,162

Ⅵ　資金期末残高 39,651

予定キャッシュ・フロー計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
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円 円 円 円
１．

(1)
ｲ 11,181,239
ﾛ 0
ﾊ 20,541,933

△ 2,429,915 18,112,018
ﾆ 175,505,939

△ 35,773,429 139,732,510
ﾎ 14,448,132

△ 122,766 14,325,366
ﾍ 1,190,000

0 1,190,000
ﾄ 0

0 0
ﾁ 0

0 0
ﾘ 0

184,541,133
(2)

ｲ 28,512
28,512

184,569,645

２．
(1) 39,650,922
(2) 1,093,400

0 1,093,400
(3) 0
(4) 0

40,744,322
225,313,967

令和７年度　高野町富貴簡易水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

（税抜き）
資　 　産　 　の　 　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
立 木
建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額
構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額
量 水 器

量 水 器 減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具

車両運搬具減価償却累計額
工 具 器 具 及 び 備 品

工具器具及び備品減価償却累計額

建 設 仮 勘 定
有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権
無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
仮 払 金
流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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円 円 円 円
３．

(1)
ｲ 61,486,862
ロ 0 61,486,862

61,486,862

４．
(1)

ｲ 11,451,505
ロ 0 11,451,505

(2) 4,587,000
(3) 0
(4) 0
(5) 0
(6) 0

16,038,505

５．
(1) 96,534,508
(2) △ 19,719,119

76,815,389
154,340,756

６． 61,422,039

７．
(1)

ｲ 0
ﾛ 3,654,607
ﾊ 0
ﾆ 0
ﾎ 794,594
ﾍ 0

4,449,201
(2)

ｲ 0
ﾛ 5,101,971

5,101,971
9,551,172

70,973,211
225,313,967

0

負　 　債　 　の　 　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債
そ の 他 の 企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債
そ の 他 の 企 業 債

未 払 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
法定福利費引当金
一 時 借 入 金
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　 　本　 　の　 　部
資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額
国 （ 県 ） 補 助 金
再 評 価 積 立 金
工 事 負 担 金
他 会 計 補 助 金
寄 付 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金
当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計
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令和７年度　注記

Ⅰ．重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

建物 10年～60年

　構築物 10年～60年

　機械及び装置  5年～50年

　量水器  8年

　車両運搬具  5年

　工具、器具及び備品  5年～15年

　２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　（２）賞与引当金

（３）法定福利費引当金

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更生債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を

計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

－ 16 －



Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

Ⅲ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると

見込まれる額は 68,487千円である。

　２　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　３　引当金の取崩し

該当事項なし

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

Ⅴ．重要な後発事象

該当事項なし

Ⅵ．その他の注記

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし
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（税抜き）

（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 487 有形固定資産の取得による支出 0

減価償却費 13,018 有形固定資産の売却による収入 0

固定資産除却費 0 国庫補助金等による収入 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 0  投資活動によるキャッシュ・フロー 0

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 6,700 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

受取利息及び受取配当金 0 一時借入れによる収入 0

支払利息及び企業債取扱諸費 1,210 一時借入金の返済による支出 0

有形固定資産売却損益（△は益） 69 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 4,800

未収金の増減額（△は増加） 216 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 16,732

未払金の増減額（△は減少） 0 他会計からの出資による収入 11,100

たな卸資産の増減額（△は増加） 0  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 832

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

　小　　　　計 8,300 Ⅳ　資金増加額（又は減少額） 6,258

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △ 1,210 Ⅴ　資金期首残高 27,940

 業務活動によるキャッシュ・フロー 7,090

Ⅵ　資金期末残高 34,198

令和６年度　予定キャッシュ・フロー計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
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千円 千円 千円

１．

(1) 7,301

(2) 5

(3) 16 7,322

２．

(1) 4,970

(2) 566

(3) 43

(4) 8,371

(5) 13,018

(6) 0

(7) 0 26,968

19,646

３．

(1) 0

(2) 10

(3) 0

(4) 15,500

(5) 6,700 22,210

４．

(1) 1,210

(2) 724 1,934 20,276

630

５．

(1) 1,431 1,431

６．

令和６年度　高野町富貴簡易水道事業予定損益計算書 （税抜き）

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 の 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 益

負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失
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(1) 1,574

(2) 0

(3) 0

(4) 0 1,574 △ 143

487

3,768

　その他未処分利益剰余金変動額 0

4,255

そ の 他 特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

賞 与 引 当 金 繰 入 額

法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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円 円 円 円
１．

(1)
ｲ 11,181,239
ﾛ 0
ﾊ 20,541,933

△ 1,619,915 18,922,018
ﾆ 175,505,939

△ 24,299,429 151,206,510
ﾎ 9,922,132

△ 115,766 9,806,366
ﾍ 0

0 0
ﾄ 0

0 0
ﾁ 0

0 0
ﾘ 0

191,116,133
(2)

ｲ 28,512
28,512

191,144,645

２．
(1) 34,198,022
(2) 671,000

0 671,000
(3) 0
(4) 0

34,869,022
226,013,667

令和６年度　高野町富貴簡易水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

（税抜き）
資　 　産　 　の　 　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
立 木
建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額
構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額
量 水 器

量 水 器 減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具

車両運搬具減価償却累計額
工 具 器 具 及 び 備 品

工具器具及び備品減価償却累計額

建 設 仮 勘 定
有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権
無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
仮 払 金
流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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円 円 円 円
３．

(1)
ｲ 63,938,367
ロ 0 63,938,367

63,938,367

４．
(1)

ｲ 16,493,000
ロ 0 16,493,000

(2) 4,823,100
(3) 0
(4) 0
(5) 0
(6) 0

21,316,100

５．
(1) 96,534,508
(2) △ 13,401,119

83,133,389
168,387,856

６． 48,922,039

７．
(1)

ｲ 0
ﾛ 3,654,607
ﾊ 0
ﾆ 0
ﾎ 794,594
ﾍ 0

4,449,201
(2)

ｲ 0
ﾛ 4,254,571

4,254,571
8,703,772

57,625,811
226,013,667

0

負　 　債　 　の　 　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債
そ の 他 の 企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債
そ の 他 の 企 業 債

未 払 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
法定福利費引当金
一 時 借 入 金
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　 　本　 　の　 　部
資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額
国 （ 県 ） 補 助 金
再 評 価 積 立 金
工 事 負 担 金
他 会 計 補 助 金
寄 付 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金
当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計
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令和６年度　注記

Ⅰ．重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

建物 10年～60年

　構築物 10年～60年

　機械及び装置  5年～50年

　量水器  8年

　車両運搬具  5年

　工具、器具及び備品  5年～15年

　２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　（２）賞与引当金

（３）法定福利費引当金

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更生債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を

計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし
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Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

Ⅲ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると

見込まれる額は68,738千円である。

　２　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　３　引当金の取崩し

該当事項なし

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

Ⅴ．重要な後発事象

該当事項なし

Ⅵ．その他の注記

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし
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